 (様式１)
奈良市社会的養護自立支援拠点事業委託に係る
公募型プロポーザル参加申請書
令和　　年　　月　　日
奈　良　市　長
　　　　主たる事務所の
　　　　所在地
申請者　団体の名称
　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　㊞※１
奈良市社会的養護自立支援拠点事業委託に係る公募型プロポーザル募集要項に基づき申請します。
なお、当団体が募集要項に掲げる参加資格を満たしていることを誓約するとともに、奈良市が申請の資格の確認のために、関係する機関に照会することを承諾します。
	運営形態
	□単体法人　　　　　　　　□共同事業体
（該当する運営形態について☑）

	担当者※２
	
	

	
	部署
	

	
	電話番号
	
	FAX番号
	

	
	E-mail
	

	添付書類
	裏面「添付書類一覧」のとおり


※１　本人の自筆署名があれば、記名押印に代えることができます。
※２　共同事業体の場合、担当者は代表とする団体から配置してください。
添付書類一覧
	☑
	書類名
	様式
	備考

	□
	参加申請書
	様式１
	※１

	□
	団体概要書
	様式2-1、2-2、2-3
	※２

	□
	法人の役員名簿
	様式3-1、3-2、3-3
	※２

	□
	類似事業の内容が具体的に確認できる書類
	
	※２

	□
	事業者の履歴事項全部証明書及び定款等
	
	※２

	□
	業務の実施体制調書
	様式４
	※１

	□
	企画提案書
	様式５
	※１

	□
	事業の実施予定場所（事務所・相談室等）の図面
	
	※１

	□
	見積書
	様式６
	※１

	□
	積算内訳
	
	※１

	□
	法人の令和５年度決算書の写し
	
	※２

	□
	共同事業体協定書（案）
	様式７
	※３

	□
	その他（　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　
	
	


※１　共同事業体で運営する場合は、代表構成団体が作成し、提出すること。
※２　共同事業体で運営する場合は、その他構成団体分を併せて提出すること。
※３　共同事業体で運営する場合のみ、提出すること。
（様式２－１）

団体概要書
□単体法人　□共同事業体（代表構成団体）…該当する運営形態に☑　

	ふりがな
団体名
	

	代表者

氏名
	

	代表者
連絡先
	電話：
メール：

	主たる事務所の

所在地
	

	設立

年月日
	
	団体の
雇用する職員数
	

	類似業務の実績
	時期及び内容



	その他社会福祉に関する実績
	

	業務上連携実績のある機関等
	


（様式２－２）

団体概要書（その他構成団体１）
□単体法人　□共同事業体（代表構成団体）…該当する運営形態に☑　

	ふりがな
団体名
	

	代表者

氏名
	

	代表者
連絡先
	電話：
メール：

	主たる事務所の

所在地
	

	設立

年月日
	
	団体の
雇用する職員数
	

	類似業務の実績
	時期及び内容



	その他社会福祉に関する実績
	

	業務上連携実績のある機関等
	


（様式２－３）

団体概要書（その他構成団体２）
□単体法人　□共同事業体（代表構成団体）…該当する運営形態に☑　

	ふりがな
団体名
	

	代表者

氏名
	

	代表者
連絡先
	電話：
メール：

	主たる事務所の

所在地
	

	設立

年月日
	
	団体の
雇用する職員数
	

	類似業務の実績
	時期及び内容



	その他社会福祉に関する実績
	

	業務上連携実績のある機関等
	


（様式３－１）
令和　　年　　月　　日
法人の役員名簿
団体名　
代表者名　　　　　　　　　　　㊞※
□単体法人　□共同事業体（代表構成団体）…該当する運営形態に☑
	役職名
	
	住所

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※本人の自筆署名があれば、記名押印に代えることができます。
　
 （様式３－２）
令和　　年　　月　　日
法人の役員名簿（その他構成団体１）
団体名　
代表者名　　　　　　　　　　　㊞※
共同事業体（その他構成団体１）※単体法人で運営する場合は不要
	役職名
	
	住所

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　
※本人の自筆署名があれば、記名押印に代えることができます。
 （様式３－３）
令和　　年　　月　　日
法人の役員名簿（その他構成団体２）
団体名　
代表者名　　　　　　　　　　　㊞※
共同事業体（その他構成団体２）※単体法人で運営する場合は不要
	役職名
	
	住所

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　
※本人の自筆署名があれば、記名押印に代えることができます。
（様式４）
業務の実施体制調書
	配置されるスタッフの概要

	管理者
	氏名（年齢）
	
	所属団体・
役職
	

	
	従事区分
	□常勤　□非常勤
	従事頻度
	

	
	役割及び従事内容
	

	
	本業務に関連する
専門能力・資格
	

	
	業務経験年数・
実績等
	

	
	専従区分
	□専従　□兼務
	受託予定期間中の他の担当業務
	

	担当者１
	氏名（年齢）
	
	所属団体・
役職
	

	
	従事区分
	□常勤　□非常勤
	従事頻度
	

	
	役割及び従事内容
	

	
	本業務に関連する
専門能力・資格
	

	
	業務経験年数・
実績等
	

	
	専従区分
	□専従　□兼務
	受託予定期間中の他の担当業務
	

	担当者２
	氏名（年齢）
	
	所属団体・
役職
	

	
	従事区分
	□常勤　□非常勤
	従事頻度
	

	
	役割及び従事内容
	

	
	本業務に関連する
専門能力・資格
	

	
	業務経験年数・
実績等
	

	
	専従区分
	□専従　□兼務
	受託予定期間中の他の担当業務
	


	担当者の他に業務や法的対応について助言を受けることができるスタッフの概要
（法人職員・役員に限る）

	１
	氏　　　名
	

	
	所属・役職
	

	
	専門能力・資格
	

	２
	氏　　　名
	

	
	所属・役職
	

	
	専門能力・資格
	

	３
	氏　　　名
	

	
	所属・役職
	

	
	専門能力・資格
	

	４
	氏　　　名
	

	
	所属・役職
	

	
	専門能力・資格
	

	５
	氏　　　名
	

	
	所属・役職
	

	
	専門能力・資格
	


（様式５）
企画提案書
	１．本業務に関する取り組み方針
　　（社会的養護出身者の自立支援に関する課題と奈良市の地域特性を踏まえ提示すること）

	

	２．全体の進め方、スケジュール
（３年間の契約期間を踏まえて提示すること）

	

	３．本事業実施における団体内のSV・研修体制
（個々の職員の支援技術向上のための取り組みを含む）

	

	４．個人情報管理
（個人情報保護規定、プライバシーポリシーを定めている場合は、添付すること。）

	①基本的な方針
②相談記録の保管方法
③相談記録以外の個人情報の保管方法


	５．組織運営上のリスク管理

	業務実施にあたり想定されるリスクとその管理方法

	６．支援の内容

	（１）相互交流の場の提供（具体的な方法、頻度、対象、工夫）

（２）相談支援

①措置解除をひかえた者に対する支援（具体的な方法や頻度、工夫）
②措置解除後及びこれまで公的支援につながらなかった者等に対する支援
（具体的な方法や頻度、工夫）
③本事業実施における連携機関（官民問わず）と具体的な連携体制
④対象者が相談しやすい支援方法、情報発信の方法について
⑤支援対象者との関係づくりをするための方法・工夫について
（３）一時避難的かつ短期間の居場所の提供（具体的な支援方法、体制等）
（４）各支援の基本的な対応時間・曜日等

（５）その他、実施したい支援の内容


	７．効果測定の方法（1年ごと）

	

	８．支援対象者の意見を聴く仕組み

	


※本様式で表現できない部分は、別途資料を添付すること
 (様式６) 
見　　積　　書






令和　　年　　月　　日
奈良市長




　　　　（団体名）





住所





電話番号





氏名　　　　　　　　　　　　　　　　㊞※
下記の通り見積します。
件　名　　奈良市社会的養護自立支援拠点事業委託
令和７年度
	委託料（総額）
	税抜の額
	円

	
	消費税及び地方消費税の額
	円

	
	税込の額
	円


令和８年度
	委託料（総額）
	税抜の額
	円

	
	消費税及び地方消費税の額
	円

	
	税込の額
	円


令和９年度
	委託料（総額）
	税抜の額
	円

	
	消費税及び地方消費税の額
	円

	
	税込の額
	円


（積算内訳を添付すること）
※本人の自筆署名があれば、記名押印に代えることができます。
（様式７）
共同事業体協定書(案)
（目的）
第1条　当共同事業体は、奈良市社会的養護自立支援拠点事業委託業務（以下「業務」という。）を共同連帯して営むことを目的とする。
（名称）
第2条　当共同事業体は〇〇共同事業体と称する。
(構成員の住所及び名称)
第3条　当共同事業体の構成員は次のとおりとする。
①住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②住所
団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
③住所
団体名
（代表者の名称）
第4条　当共同事業体は、〇〇を代表構成団体とする。
（代表者の権限）
第5条　当共同事業体の代表者は、本業務に関し、当共同事業体を代表してその権限を行使することを名義上明らかにしたうえで、発注者および監督官庁等と折衝する権限ならびに契約代金の請求、受領および当共同事業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
（構成員の業務）
第6条　各構成員の業務は、次のとおりとする。ただし、各構成員が担当する業務の一部につき発注者と契約内容の変更があったときは、それに応じて担当する業務の変更があるものとする。
（運営委員会）
第７条　当共同事業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、本業務の運営にあたるものとする。
（業務処理責任者）
第8条　当共同事業体は、構成員の中から本業務の実施に関する業務処理責任者を選出し、本業務に係る指揮監督権を一任する。
（業務担当責任者）
第9条　当共同事業体の各構成員の代表者は、業務処理責任者とともに本業務の実施業務に従事する業務担当責任者を指名する。
（取引金融機関）
第10条　当共同事業体の取引金融機関は〇〇銀行〇〇支店とし、当共同事業体の代表者の名義により設けられた別口預金口座によって取引するものとする。
（構成員の個別責任）
第11条　当共同事業体の構成員がその担当する本業務の執行に関し、当該構成員の責めに帰すべき事由により発注者または第三者に損害を与えた場合は、当該構成員がこれを負担するものとする。
（権利義務の譲渡の制限）
第12条　本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することができない。
（業務途中における構成員の脱退）
第13条　構成員は、本業務が完了する日までは脱退することができない。
（事業途中における構成員の破産または解散に対する処置）
第14条　構成員のうちいずれかが業務途中において破産または解散した場合においては、残存した構成員が共同連帯して当該構成員の担当する業務を実施するものとする。
（解散後のかし担保責任）
第15条　当共同事業体が解散した後においても、当該業務につきかしがあったときは、各構成員が共同連帯してその責に任ずるものとする。
（協定書に定めのない事項）
第16条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。
○○（団体名）代表者は、上記のとおり〇〇〇共同事業体協定を締結したので、その証拠として本正本〇通および副本１通を作成し、各構成員が記名押印の上、正本については構成員が各１通を保有し、副本については契約書に添えて発注者に提出する。
〇年〇月〇日
（団体名）
代表者　　　　　　　　　　　　　　　印
（団体名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（団体名）
代表者　　　　　　　　　　　　　　　印　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　印
(様式８)
辞退届
令和　　年　　月　　日
奈　良　市　長
　　　　主たる事務所の
　　　　所在地
申請者　団体の名称
　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　㊞※
私儀、今般都合により下記件名（業務）の公募型プロポーザル参加を辞退いたしますので、よろしくお取り計らいいただきますようお願いいたします。
記
件　　名　　奈良市社会的養護自立支援拠点事業委託
※本人の自筆署名があれば、記名押印に代えることができます。
(様式９)
奈良市社会的養護自立支援拠点事業委託に関する質問書
質問日： 
団体名：
担当者名：
連絡先：
※　「質問項目」には、何のどの項目に関する質問かを記載してください。
※　「質問内容」には、質問内容を簡潔に記載してください。
※　行数等は適宜追加してください。
	
	質問項目
	質問内容
	回答

	1
	例）仕様書の●ページ●番
	
	

	2
	
	
	

	3
	
	
	

	4
	
	
	

	5
	
	
	

	6
	
	
	

	7
	
	
	


